
　一般の事業会社ではメジャーとなっ
たインターンシップという手法が、会計
業界内でも注目されはじめたのは最近
の話。「日本の就活市場に変革をもた
らす。長期インターンシップの普及を
進め、入社後ミスマッチのない社会を
創出する」を企業ミッションに、2015
年に長期インターン求人サイト「ゼロ
ワンインターン」を立ち上げたベン
チャーの（株）そると（東京・品川区、
代表取締役社長＝大塚祐輔氏・写真）
では、すでに50件を超す会計事務所関
係の採用成功事
例が集まってい
る。
　世界的規模の
外資系税理士法
人をはじめ、少
人数の会計事務
所や開業したての税理士からの引き合
いもあり、最近は利用税理士からの口
コミも加わって、事務所規模を問わず
幅広い層から人気を集めている。この
ほか、大手簿記学校からも会計業界志
望者数の底上げの一環として熱い視線
が注がれているという。
　「大卒の新卒社員の約3割が3年以内
に離職」といわれる現状は、企業と人
材のミスマッチにその要因があること
が多いため、「大学生に長期インター
ンシップを通じて社会経験を積んでも
らい、仕事のやりがいや企業を見極め
る目を就活前に養って欲しいと思っ
た」（大塚氏）。そこで「長期に実務
経験を積んでもらう」ために長期イン
ターン情報サイト「ゼロワンインター
ン」を立ち上げ、入社後のミスマッチ

防止を目標に事業化した。
　サイトは、飲食系などを除くホワイ
トカラー層に職種を絞っており、登録
学生は長期インターン希望者のみで、
全体で2万５千人を超え、首都圏では7
割が「ＭＡＲＣＨ以上」の学力上位の
大学が中心。将来のキャリアを決める
前に、まず実務体験を積みたいという
学生が、興味がある分野の一つとして
会計分野を選ぶ傾向が強く、コンサル
ティング系やＩＴ系に次ぐ人気の職種
となっている。
　フィンテックの進展で、先進的な事
務所はＩＴを活用したコンサルティン
グなどに注力しはじめており、大学生
サイドからは「お金回りのコンサル
ティング業務への興味と税理士のイ
メージが結び付き、人気を集めてい
る」（同氏）という。その反面、就職先
としての会計事務所となると、税理士
の受験者数は年々減少し、不人気分野
となっている現状は否めない。同社で
は、「税理士は、学生認知度が高いわ
りに、職業イメージが漠然としてい
る。就活時には資格難易度が目につい
てしまい、仕事の魅力を知る前に、
キャリアの最終選択肢から外れてしま
うことが多い。こういった潜在的に興
味を持たれている士業は、長期イン
ターンとの相性が非常にいい。実際、
簿記資格を持っている学生や、コンサ
ルや金融志望の学生中心に会計事務所
のインターンは人気を博している。イ
ンターン参加を通じて税理士を本格的
に目指す学生も珍しくない」。
　現在、インターンシップ市場はその
９割が1dayなどの短期インターン。長

期インターンシップは受け入れ企業が
まだ少なく、局地的な「買い手市場」
とされる。同社の場合、最低3ヶ月以上
の受け入れを基本としているが、ほと
んどの採用企業は受け入れ期限を設け
ていない。
　情報サイトへの掲載については、採
用ニーズに合わせて「広告掲載型」と
「成果報酬型」の2パターンがある。ち
なみに「広告掲載型」の場合3ヶ月で
26万4千円。「成果報酬型」だと一人
採用で8万8千円～。その後インターン
生が新卒採用に繋がっても追加費用は
一切発生しないという。一般的な採用
サイトと同様に、同社が取材・作成し
た募集求人ページを見た応募学生との
間でメッセージのやり取りなどでマッ
チングを図り、面接後、決まれば直接
雇用となる。また、個別面談にも応じ
てくれる。
　採用側の事務所としても、通常の
パート採用と長期インターシップとで
は、「時給バランス」が逆転している
点もメリット。首都圏でのパート採用
時の時給相場は1,500円以上とされて
いるが、インターン時給は1,000円程
度で、コストパフォーマンスも悪くな
い。さらに採用率は極めて高く、中に
はそのまま事務所での新卒採用となる
例もあり、利用税理士からの口コミ紹
介も後を絶たないという。ある小規模
の税理士事務所では大学２年生・３年
生を週3日ペースで雇い、事務業務を
任せている。うち１名はそのまま新卒
入社が決まった。「人材採用コストの
安さも魅力だが、それ以上に優秀な若
手人材が採用できたことが何より嬉し

い。事務所で働く価値や魅力を感じて
もらって、その結果、今後も将来有能
な若手人材の確保に繋がればありがた
い」という。
　在学中に憧れの業界や業種の仕事を
体験する「インターンシップ研修」
は、将来の仕事選びに有効な「教育実
習」。仕事内容が分からなければ、将
来そこで働こうという気にもならない
わけで、まずは会計事務所の仕事を
知ってもらうことが先決となる。
　業界内でも、インターンシップの活
用を呼び掛ける動きが活発化してい
る。会計士・税理士をはじめ、財務会
計分野に従事する人材の就職をサポー
トする（株）人材ドラフト（東京・千代
田区、代表取締役=鈴木洋一氏）は、会
計士・税理士を多数輩出する大学とタ
イアップし、インターン学生を会計事
務所に送り込む提案を行っている。
　また、会計、税務、経理・財務分野
に特化した人材紹介・派遣サービス等
を行うジャスネットコミュニケーショ
ンズ（株）（東京・千代田区、代表取
締役社長＝黒崎淳氏）でも、「イン
ターンシップ・アルバイト支援サービ
ス」を展開。これまで、様々な受講者
への就職支援という取り組みを行って
きたが、それを仕組み化し、「人材育
成に定評がある事務所」と「学習意欲
の高い人材」をつないでいる。
　多くの会計事務所では、有能な職員
確保に前向きだが、新卒よりも即戦力
となるキャリアを積んだ人材が採用さ
れやすい傾向にある。
　しかしながら、将来を見据え、中・
長期ビジョンで人材戦略を考えていく
事務所にとっては、このインターン
シップは有用な手法と言えそうだ。

　全国には約2万8千の経営革新等
支援機関が存在する。その4分の3を
占める主要な担い手が、税理士ら会
計人。平成24年に、中小企業に対し
て専門性の高い支援事業を展開する
「経営革新等支援機関」制度がス
タートしたが、以後、制度の形骸化
が叫ばれ、制度改革案が税理士の間
で注目されていた。そしてこのた
び、政府は認定支援機関に対して“５
年更新”という新たなハードルを設け
ようとしている。

　同制度の見直しは、中小企業支援を
真に実施する認定支援機関の明確化が
目的であり、その背景にあるのは、中
小企業向けの経営改善計画策定支援事
業の実績の低迷だ。つまり、新たな評
価を設けることで、実績が残せない認
定支援機関を順次、整理していこうと
いう狙いがある。
　経営革新等支援機関の認定制度につ
いては、認定の有効期間を５年とし、
期間満了時に改めて業務遂行能力を確
認する更新制度等が導入される。改正

法施行後は５年ごとに認定革新等支援
機関の支援能力を確認することになる
が、認定支援業務を実施していないか
らといって、必ずしも「認定が取り消
されることはない」（税理士）とした
見方もある。税理士の場合、更新時に
通常の業務に加えて、税制改正や中企
業会計指針などの研修などを受けてい
ることが更新の条件とされるようだ。
　また、公認会計士であれば、中小企
業の金融支援や経営力向上計画などの
研修受講が要件とされる。

　真価が問われる税理士らの認定支
援機関だが、活躍の場として期待さ
れているのが、今回創設された事業
承継税制特例制度の活用の場面だ。
これを受けるためには、認定経営革
新等支援機関の指導や助言を受けた
特例認定承認会社が作成した「特例
承認計画」が必要となる。
　この分野での取り組み如何によっ
ては、“認定税理士”の正念場となる
に違いない。

優秀な若手確保にインターンシップが人気

　会計事務所で一番困っているのは、「人材確保」というところが多い。売り手市場が続く中で、人材採用コストが増
加の一途をたどり、 雇用側は新たな採用チャネルの確保に必至だ。そうした中、将来を見据えた有能な人材確保の手
法として、税理士の間で注目され始めているのが長期インターンシップ制度。長期インターンシップの求人サイトに
は、会計事務所からの引き合いが急増しているところもあり、運営企業も、「予想していなかった業種から人気が集
まってきたのは意外」と言う。最新の人材採用をめぐる動きを追ってみた。

「特例事業承継」支援で真価問われる「特例事業承継」支援で真価問われる5年更新の認定支援機関制度

税理士からの引き合い急増
求人サイト、ベスト3職種に「会計」
税理士からの引き合い急増
求人サイト、ベスト3職種に「会計」
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